肢体障害者（脳性まひ者等）の学齢期と学校卒業後の
二次障害予防・軽減のための連携システムづくりに向けた調査・研究
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【背景と目的】

障害者の二次障害が問題となっている。

二次障害の予防や治療に関して、障害児教育や保健・医療・福祉・労働衛生などの各関係機関が連携して取り組んでいくことが必要と考えられる。

そこで、連携体制構築のための基礎資料としての障害児教育における二次障害についての意識や教育ニーズを得るために、養護学校（特別支援学校）の高等部教員を対象とした調査を、滋賀県立リハビリテーションセンターの調査研究費の助成を受け、また、滋賀医科大学社会医学講座衛生学部門の協力を得て、実施することにした。
【対象と方法】

対象は、滋賀県にある養護学校（特別支援学校）の高等部に勤務する教員とした。養護学校（特別支援学校）の内訳は、国立の滋賀大学教育学部附属特別支援学校1、県立の盲学校1、聾話学校1、養護学校12の合計15校である。
質問紙は無記名で、回収には郵送法を用いた。質問項目を以下に示した。
＜属性＞

· 学校名

· 年齢階級（10歳ごと）

· 障害児教育とその高等部での経験年数
＜二次障害に関する知識・経験・意識＞

· 二次障害とその原因の知識の有無
· 在校生、卒業生、保護者からの二次障害に関する相談経験とその対応

· 二次障害に関する生徒への指導

· 二次障害の研修希望とその内容

なお、質問紙には二次障害に関して以下の文を掲載した。

	※「二次障害」とその原因

　　「二次障害」とは、加齢による体力の衰えや、その障害者のおかれている生活・労働の環境および条件の不整備による過剰な心身の負担が原因となって、元の障害が悪化進行したり、新たに障害や疾病が生じることを言います。具体的には、肢体障害の場合、脊柱の変形、筋緊張の増強、関節が動きにくくなる、手足のしびれ、褥瘡（じょくそう、いわゆる床ずれ）、頸肩部や腰背部の痛みなどの症状があらわれ、知的障害の場合、過食や偏食による虫歯、肥満や痛風等が症状としてあげられます。それらの症状により、それまで、できていたことが、できなくなったり、生活の色々な場面で介助が必要になる等、実際の生活へも直接的な影響を及ぼします。


解析については、各々の項目ごとに回答者数を集計した。いくつかの質問に対して、χ2検定　　（有意確率0.05）を用いて、回答者数分布の差異を検討した。
【結果】

回収は、高等部のなかった1養護学校を除く14校の201名から得られ、回収率は61%であった。
１．解析対象

　3校の教員から以下の自由記述回答があった。
＜滋賀大附属特別支援学校、「二次障害について」に対して＞

「ただし、現在は『子どもが抱えている困難さを周囲が理解して対応しきれないために、本来抱えている困難さとは別の二次的な情緒や行動の問題が出てしまうもの』という意味で使う方が多いと思います｡特に軽度の発達障害や自閉症のある子どもの教育について、重要な語として使用されています｡」
＜盲学校、「二次障害の原因について」に対して＞

「知的や心身症、発達障害等の二次障害は知っていますが肢体の事例は知りませんでした。」
＜聾話学校、「二次障害に関する指導について」に対して＞
「本校の場合、二次障害というのは、聴覚の神経的な障害が一次障害であり、二次障害は言語の障害です。従って、予防という言葉は該当しません。学習指導により言葉の障害というよりも獲得を豊かにしていくことを、日々実践しています。」
　以上から、発達障害や視聴覚障害での二次障害の概念が、掲載した肢体障害と知的障害でのそれと大きく異なることが判明した。したがって、集計はその3校を除く11校の中で、属性が無記入であった1名を除いた168名で行った。

２．年齢の分布

図1に年齢分布を示す。回答者のうち60歳以上が1名いたが、それ以外の年齢階級では、日本の年齢階級別就業者数（総務省統計局の2007年労働力調査）と分布に差はなかった（p=0.68）。
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図１．回答者の年齢分布（n=165）
３．高等部経験年数の分布

　図２に高等部での経験年数の度数分布、図３に3年未満・9年未満・9年以上で分けた分布を示す。3年未満の人がほぼ1/3を占めていた。以下では、これらの区分を経験年数階級とする。
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図２．高等部での経験年数の度数分布（n=166）　　　図３．経験年数階級別人数（n=166）
４．二次障害に関する知識の有無
　図４と５に経験年数階級別の二次障害に関する知識の有無を示す。全体では、約6割の教員が二次障害に関して、その内容と原因を知っていた。経験年数階級別では、経験を積む程、有意に二次障害に関する知識をもっている人が多かった（内容、原因ともにp<0.01）。逆に、3年未満の教員は、約2割が「二次障害」という言葉さえ知らなかった。
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図４．「二次障害」についての知識（n=166）　　　図５．「二次障害の原因」についての知識（n=165）
５．二次障害に関する相談の有無とその対応

在校生・卒業生・保護者からの二次障害を疑うような事柄の相談は、28%の教員が受けていた。経験年数階級別では、経験を積む程、有意に相談を受ける人が多かった（図６参照、p<0.01）。その対応（複数回答可）を図７に示す。他の教員に相談する人が最も多く、次いで医師または療法士（学校側または生徒のかかりつけ）に相談する人が多かった。但し、医師の中で学校医への相談は少なかった。
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図６．二次障害に関する相談の有無（n=167）
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図７．二次障害に関する相談の対応（n=47）
６．生徒への二次障害予防に関しての指導

図８に経験年数階級別の二次障害予防に関する指導意識の有無を示す。全体では、46%の教員が二次障害予防に関する指導に留意していたが、28%の教員は留意していなかった。経験年数階級別では、経験を積む程、有意に二次障害予防の指導に留意していた教員が多かった（p<0.01）。
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図８．二次障害予防に関する指導への留意（n=162）

７．二次障害に関しての研修

約8割の教員が二次障害に関する研修を希望した。経験年数階級別の研修希望の有無には差がなかった（p=0.40）。希望内容を図９に示す。二次障害の予防や対処法についての希望が多かった。
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図９．二次障害に関する研修希望内容（n=128）
【考察】

１．『二次障害』の概念

障害の種類（知的、肢体不自由、視聴覚、発達、高次脳機能など）により、『二次障害』の概念が大きく異なり、予防のための指導方法も種類別に考えなければならないことが、自由記述から判明した。
２．教員の就業前教育

結果の「経験を積む程、二次障害に関する知識が付いていく」や「3年未満の教員は約2割が『二次障害』という言葉さえ知らなかった」ことから、養護学校（特別支援学校）教員の養成課程（大学在学中や就業前研修）において、障害特性に応じた二次障害に関する教育が必要と考えられた。

３．二次障害に関する相談を受けたときの対応

他の教員に相談するという回答が、最も多かったことから、現状は経験に頼っていることがうかがわれた。今後、医療（医師）やリハビリ（療法士）関連機関との連携を密にし、かつ、様々な相談内容に対応できる系統的な対処方法の確立が必要と考えられる。

４．生徒への二次障害に関しての指導

約4割の教員が二次障害予防に関する指導に留意していたが、1/4の教員は留意していなかったことから、卒後の生活や健康を考慮した教育内容を加えることを要望していくべきかもしれない。しかし、教員が目の前のことに忙殺されて、意識はあっても卒後の二次障害のことまで考えた教育指導をできていない可能性もあるため、もっと詳細な調査が必要であろう。

５．研修希望

教員の8割が研修を希望しており、教員も二次障害予防の必要性は十分に感じていることが示唆された。養護学校（特別支援学校）教員の研修項目の中に「二次障害とその予防」が必要と考える。
【報告会】
開催日：平成２１年２月２２日（日）　１４：００～１６：００

開催場所：コミュニティセンターやす　研修室　　　参加人数：２３名

内　　容　： （当日、配付資料参照）
テーマ　『特別支援教育現場における二次障害への対応とその予防に向けた連携づくり…』
①　「二次障害に関する調査」の報告
②　ミニレクチャー「滋賀県における二次障害の実態と対策事例」

③　フリートーク
“結果を通して感じたことを整理”
☆障害児教育に関わる先生方に、二次障害の原因と症状、予防方法について知ってもらうことが重要。

☆障害の違いにより、現れる二次障害的症状の違いを整理し、症状に適した対策を考えることが必要。
☆本人さんやご家族に、学齢期（高等部時期）から二次障害とその予防方法について、知ってもらうことが必要。
☆障害児教育の現場に、医療スタッフやリハビリスタッフが関わっていける「しくみ」づくりが必要。
このためには、教育現場・医療・リハビリテーションセンター・障害者団体等がそれぞれの組織としての機能や特色を発揮し、連携・協力していくことが大切。
最後になりますが、今回、本調査にご回答いただいた各学校の先生方には、深く感謝申し上げます。
また、調査実施にあたり、滋賀医科大学社会医学講座衛生学部門の先生方や学生の皆さん、県立リハビリテーションセンターのスタッフの方々には、多大なご協力をいただき、心からお礼申し上げます。







